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類型 Ⅳ－２ 地方公共
団体コ－ド 085642 面積 24.90 ｋ㎡

＜行政組織＞ ＜概要＞

①長等（平成２３年５月１日現在） ①沿革

長
とおやま　つとむ 任 期 平成25年7月23日

昭和30年1月1日　合併
布川町　文村　文間村　東文間村

遠山　務
就任回数 3 期目60 歳）

副町長 -

②議会（平成２３年５月１０日現在） ②地勢・風土等

議　　　　長 五十嵐　辰雄 副議長 白旗　修 利根町は，茨城県最南端の利根川流域にあり，都心から４０
ｋｍ圏内に位置し，地形のほとんどが平坦で気候も温和で過
ごしやすい。また，豊かな水と肥沃な水田に恵まれ，良質な
米を生産して，農業の町として発展。昭和４０年代後半から，
相次ぐ住宅開発による東京のベッドタウン化が進み，自然環
境と調和のとれた町づくりを推進している。

12 人任　　　　期 平成27年4月29日 条例定数 12 人 現議員数

党　派　別 公明１人，共産1人，みんな１人，無所属9人

③職員数（平成２２年４月１日現在） （人）

全職員数 普通会計関係
公営事業
会計関係うち一般行政関係

159 136 106 23 ③人口・世帯数

一般行政職の
平均給料月額 3,411 百円

ラスパイ
レス指数

94.8
地域手当
補正後

ラス指数
94.8 区分

国勢調査 常住人口

平成12年 平成17年 平成22年(速報値） （平成23年4月１日）

全職員数
の  推  移

平成１９年４月１日 平成２０年４月１日 平成２１年４月１日

人
口

男 9,292 8,750 － －

6,181

161 155 156
女 9,741 9,274 － －

④機構図（平成２３年４月１日現在）
合計 19,033 18,024 17,465 17,413＜町長＞　　　　  　　　総務課

　　　　　　　　　　　　　　企画財政課
                    　　　　まちづくり推進課
　　　　　　　　　　　　　　税務課
　　　　　　　　　　　　　　住民課
　　　　　　　　　　　　　　福祉課
　　　　　　　　　　　　　　保健福祉センター
　　　　　　　　　　　　　　環境対策課
　　　　　　　　　　　　　　保険年金課
　　　　　　　　　　　　　　国保診療所
　　　　　　　　　　　　　　経済課（農業委員会事務局）
　　　　　　　　　　　　　　都市建設課

＜会計管理者＞   　　会計課

＜教育委員会＞　＜教育長＞
　　　　　　　　　　　　　　学校教育課
　　　　　　　　　　　　　　生涯学習課
　　　　　　　　　　　　　　指導室
 
＜議会＞                   議会事務局
　
＜各行政委員会＞     農業委員会
                                選挙管理委員会
　　　　　　　　　　　　 　 監査委員
　　　　　　　　　　　　  　固定資産評価審査委員会
　
＜水道事業管理者＞  水道課

世帯数 5,758 5,860 6,145

④有権者数（平成23年3月2日現在） ⑤老齢人口割合 （Ｈ23.3.31住基人口）

有権者数
男 女 計 老齢人口割合

7,493 7,917 15,410 28.0 ％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成２０年度）

市町村内総生産 216 億円 就業者１人当り 6,368 千円

住民所得 411 億円 人口１人当り 2,351 千円

②産業構造 (百万円・人）

区分 総生産額（平成２０年度） 就業人口（平成１７年国調）

第１次 589 2.7 ％ 414 4.7 ％

第２次 6,081 28.1 ％ 2,191 24.9 ％

第３次 15,366 71.1 ％ 6,082 69.0 ％

総額・総数 21,614 － 8,810 －

③農業・工業・商業 （人・百万円）

農業
（平成22年2月1日）

農家数 農業就業人口
うち専業農家数

586 48 557

製造業
（平成21年12月31日）

事業所数 従業者数
製造品出荷額等

（H21.1.1～12.31）

20 513 6,373

卸・小売業
（平成19年6月1日）

商店数 従業者数
年間販売額 

（H18.4.1～19.3.31）

111 579 7,403

コシヒカリ，味噌，アスパラガス，いちご，ベル―ベリー，

④特産物



＜財政状況＞

①決算収支 （千円・％） ④市町村税の状況（平成２１年度） （千円・％）

区分 平成２０年度決算 平成２１年度決算 増減率
区分 調定額 収入額 徴収率

歳　　入 5,474,869 5,752,994 5.1

歳　　出 5,289,000 5,468,262 3.4
市町村民税・個人

（構成比）

990,676 917,826

（ 56.2 ） (
92.6

形式収支 185,869 284,732 - 57.6 ）

実質収支 123,078 212,120 -
市町村民税・法人

（構成比）

28,754 26,841

（ 1.6 ）

105,946

93.3
単年度収支 △ 51,220 89,042

実質単年度収支 -
固定資産税
（構成比）

( 1.7 ）-

538,292
86.3

35.4 ） ( 33.8（

623,593151,517

）

②主な歳入・歳出（平成２１年度） （百万円・％） 市町村税合計
（国保除く） 1,763,883 1,594,256 90.4

区　　分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳　　　入

地方税

5,753 － 278 5.1 ＜公共施設整備状況＞（平成２１年度）

1,594 27.7 △ 72 △ 4.3 小学校 3 校 プ－ル 0 か所

地方交付税 1,544 26.8 △ 8 △ 0.5 中学校 1 校 児童館 0 か所

国庫支出金 861 15.0 529 159.1 幼稚園 3 園 老人福祉施設 2 か所

地方債 376 6.5 135 56.3 保育所 3 か所 病院・診療所 6 か所

うち臨財債 308 5.4 － － 図書館 1 か所 道路改良率 50.09 ％

その他 1,378 24.0 － － 公営住宅 0 戸 道路舗装率 67.24 ％

うち繰入金 427 7.4 － － 公民館等 2 か所 上水道等普及率 99.03 ％

歳　　　出 5,468 － 179 3.4 体育館 0 か所 排水等処理率 90.49 ％

義務的経費 2,303 42.1

公債費 569

△ 36 △ 1.5

22.1
＜主要施策等＞

人件費 1,208 △ 11 △ 0.9
①主要施策実施状況

37 7.6
（百万円）

扶助費 526 9.6
名　　称 期間 内　　　容

概　 算
事業費10.4 △ 62 △ 9.9

投資的経費 530 9.7 － －

普通建設事業費 526 9.6 248 89.2

うち補助 282 5.2 122 75.8

子育て応援手当
支給事業

H23
第２子以降の子ども１人に対し，１５歳
まで毎年分割支給（第２子５０万，第３
子以降１００万円）

5

利根浄化セン
ター周辺生活環
境施設整備事業

H23
浄化センター周辺の道路の補修工事
及び道路改良工事 68

うち単独 243 4.4 126 107.6

その他の経費 2,635 48.2 － －

うち繰出金 580 10.6 － －
空き家活用促進
事業

H23 空き家子育て活用促進奨励金の支給
空き家リフォーム工事助成金の支給

足裏健康歩道新
設工事

H23
利根川の桜づつみ堤防に足裏健康歩
道を新設

6

③主要指標（平成２１年度）

5＜健全化判断基準＞

実質赤字比率 － ％ ( 15.00 )

連結実質赤字比率 － ％ ( 20.00 )
中学校施設維持
補修事業

H23
利根中学校のプール補修工事，格技
室への屋根付通路補修工事及び放送
機器改修工事

13実質公債費比率 16.0 ％ (25.0) [12.0]

将来負担比率 1.5 ％ (350.0) [86.6]
②今後の主要課題・特色ある行政等

＜普通会計に関する主な指標＞
＜主要課題＞
　・小，中学校跡地の利用
　・企業誘致と雇用の確保
　・少子高齢化対策
　・人口減対策

＜特色ある行政＞
　・子育て支援施策の推進
　・空き家活用促進事業の推進
　・フリフリグッパー運動（健康体操），シルバーリハビリ体操の普
　及と認知症，介護予防対策のリンク
　・上水道下水道とも普及率県内上位
　

財政力指数（平成２０年度～平成２２年度） 0.499 [0.750]

経常収支比率 92.9 ％ [90.0]

標準財政規模（平成２２年度） 3,787 百万円 [15,042]

地方債現在高（A) 3,962 百万円 [21,892]

債務負担行為支出予定額（B) 941 百万円 [2,972]

積立金現在高（C) 2,404

※1　（　）は早期健全化基準，[  ]は県平均値

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

百万円 [4,557]

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) 2,499 百万円 [20,307]


